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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連結車両（１００，２００）を運転するための方法であって、当該連結車両（１００，
２００）は、
　牽引車両（１１０，２１０）と、
　当該牽引車両（１１０，２１０）と機械式に結合可能であるとともに、エネルギーを伝
達するために、電気式および／または油圧式に連結可能な少なくとも一つの作業装置（１
２０，２２０）とを有し、
　前記牽引車両（１１０，２１０）は内燃機関（１３０）と、原動機として作動可能な少
なくとも一つの第一の機械（１４０）と、前記内燃機関（１３０）を用いて駆動可能な少
なくとも一つの第一の車軸（１１２）とを有し、前記内燃機関（１３０）は前記第一の機
械（１４０）を用いて駆動可能であり、
　前記作業装置（１２０，２２０）は、作業機械として作動可能な少なくとも一つの第二
の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）と、当該第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０
ｒ）と機械式に連結された少なくとも一つの第二の車軸（１２１，２２１）とを有する方
法において、
　前記連結車両（１００，２００）が惰行運転状態および／または制動運転状態にあると
き、前記連結車両（１００，２００）は少なくとも一時的に第一の運転モードで運転され
、当該第一の運転モードでは、
　前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）が作業機械として作動させられるとと
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もに、前記第二の車軸（１２１，２２１）の機械的運動エネルギーを用いて駆動され、
　前記第一の機械（１４０）は原動機として作動させられるとともに、前記内燃機関（１
３０）を駆動し、
　前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）によって作られたエネルギー（Ｅｍ，
Ｅｅ）の少なくとも一部が、前記第二の機械のエンジン制動力を増大可能にするために、
前記第一の機械（１４０）を駆動するために用いられることを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記連結車両（１００，２００）は、下り坂走行における惰行運転時に少なくとも一時
的に、および／または下り坂走行における制動運転時に少なくとも一時的に、前記第一の
運転モードで運転されることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記牽引車両（１１０，２１０）がエンジンブレーキ装置（１３１）を有している請求
項１または２に記載の方法において、少なくとも一時的に前記エンジンブレーキ装置（１
３１）を用いて、所定のエンジンブレーキトルクが前記牽引車両（１１０，２１０）の前
記第一の車軸（１１２）に及ぼされることを特徴とする方法。
【請求項４】
　少なくとも一時的に前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）を用いて、所定の
ブレーキトルク（Ｍ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２）が前記作業装置（１２０，２２０）の前記第二
の車軸（１２１，２２１）に及ぼされることを特徴とする請求項１から３のいずれか一項
に記載の方法。
【請求項５】
　前記牽引車両（１１０，２１０）がエンジンブレーキ装置（１３１）を有しており、
　前記連結車両（１００，２００）が、前記第一の機械（１４０）および／または前記エ
ンジンブレーキ装置（１３１）および／または前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５
０ｒ）を制御するための制御装置を有する、請求項３または４に記載の方法において、
　前記第一の機械（１４０）および／または前記エンジンブレーキ装置（１３１）および
／または前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）は、所定のエンジンブレーキト
ルクが前記牽引車両（１１０，２１０）の前記第一の車軸（１１２）に及ぼされ、および
／または所定のブレーキトルク（Ｍ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２）が前記作業装置（１２０，２２
０）の前記第二の車軸（１２１，２２１）に及ぼされるように制御されることを特徴とす
る方法。
【請求項６】
　前記第一の機械（１４０）および／または前記エンジンブレーキ装置（１３１）および
／または前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）は、前記第一の機械（１４０）
および／または前記エンジンブレーキ装置（１３１）を用いて前記牽引車両（１１０，２
１０）の前記第一の車軸（１１２）に及ぼされる前記エンジンブレーキトルクと、前記第
二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）を用いて前記作業装置（１２０，２２０）の前
記第二の車軸（１２１，２２１）に及ぼされる前記ブレーキトルク（Ｍ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ
２）との間に、所定のブレーキトルク配分が調整されるように制御されることを特徴とす
る請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記ブレーキトルク配分は、前記連結車両（１００，２００）の所定の伸張または縮小
が調整されるように調整されることを特徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　下り坂で前進方向に始動する際、前記連結車両（１００，２００）の伸張を生じさせる
ために、前記連結車両（１００，２００）がさらなるブレーキ装置を用いて止められてい
る、制動された静止状態から下り坂で前進方向に始動するにあたり、
　第一のステップにおいて、前記さらなるブレーキ装置を解除する際に前記第二の機械（
１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）が制御され、それにより前記第二の機械（１５０，２５０
ｌ，２５０ｒ）を用いてブレーキトルクが前記作業装置（１２０，２２０）の前記第二の
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車軸（１２１，２２１）に及ぼされ、それにより前記作業装置（１２０，２２０）は、前
記さらなるブレーキ装置が解除された後に、前記牽引車両（１１０，２１０）の前進移動
によって前記連結車両（１００，２００）の所定の伸張が達成されるまで静止状態に保持
され、
　第二のステップにおいて、前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）を用いて及
ぼされる前記ブレーキトルク（Ｍ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２）は連続的に低減され、それにより
前記作業装置（１２０，２２０）が前記牽引車両（１１０，２１０）と同じ走行速度（ｎ
＿ＡＧ）に到達するまで、達成された前記所定の伸張はほぼ一定に保たれ、
　場合により前記作業装置がさらに加速するとき、一つまたは複数のさらなるステップに
おいて、前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）を用いて前記ブレーキトルク（
Ｍ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２）が再び増大させられ、それにより下り坂走行の間に前記所定の伸
張はさらに保持されることを特徴とする請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　連結車両（１００，２００）であって、当該連結車両（１００，２００）は、
　牽引車両（１１０，２１０）と、
　当該牽引車両（１１０，２１０）と機械式に結合可能であるとともに、エネルギーを伝
達するために、電気式および／または油圧式に連結可能な少なくとも一つの作業装置（１
２０，２２０）とを有し、
　前記牽引車両（１１０，２１０）は内燃機関（１３０）と、原動機として作動可能な少
なくとも一つの第一の機械（１４０）と、前記内燃機関（１３０）を用いて駆動可能な少
なくとも一つの第一の車軸（１１２）とを有し、前記内燃機関（１３０）は前記第一の機
械（１４０）を用いて駆動可能であり、
　前記作業装置（１２０，２２０）は、作業機械として作動可能な少なくとも一つの第二
の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）と、当該第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０
ｒ）と機械式に連結された少なくとも一つの第二の車軸（１２１，２２１）とを有する連
結車両において、
　前記連結車両（１００，２００）は、前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）
によって作られたエネルギー（Ｅｅ，Ｅｍ）の少なくとも一部が、前記第二の機械のエン
ジン制動力を増大可能にするために、前記第一の機械（１４０）を駆動するために利用さ
れるように形成されていることを特徴とする連結車両（１００、２００）。
【請求項１０】
　前記第一の機械（１４０）は、電気モータとして作動可能な電気的機械（１４０）、タ
ービンとして作動可能な流体機関、または往復機関であり、前記第二の機械（１５０，２
５０ｌ，２５０ｒ）は、発電機として作動可能な電気的機械（１５０，２５０ｌ，２５０
ｒ）、またはポンプとして作動可能な流体機関であることを特徴とする請求項９に記載の
連結車両（１００，２００）。
【請求項１１】
　前記牽引車両（１１０，２１０）の前記第一の機械（１４０）はさらに、作業機械とし
て作動可能であり、前記作業装置（１２０，２２０）の前記第二の機械（１５０，２５０
ｌ，２５０ｒ）は原動機としても作動可能であり、前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，
２５０ｒ）と機械式に連結された前記作業装置（１２０，２２０）の前記第二の車軸（１
２１，２２１）は、前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）を用いて駆動可能で
あり、
　前記連結車両（１００，２００）は、少なくとも一つの走行状態を特定するための装置
を有し、
　前記連結車両（１００，２００）は、特定された走行状態に依存して、第一の運転モー
ドで、または少なくとも一つのさらなる運転モードで運転可能であり、
　前記連結車両（１００，２００）が惰行運転状態および／または制動運転状態にある前
記第一の運転モードにおいて、
　前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）は作業機械として作動させられるとと
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もに前記第二の車軸（１２１，２２１）の機械的運動エネルギーを用いて駆動され、
　前記第一の機械（１４０）は原動機として作動させられるとともに前記内燃機関（１３
０）を駆動し、
　前記少なくとも一つのさらなる運転モードにおいて、
　前記第一の機械（１４０）は作業機械として作動させられるとともに前記内燃機関（１
３０）を用いて駆動され、
　前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）は原動機として作動させられるととも
に前記作業装置（１２０，２２０）の前記駆動可能な車軸（１２１，２２１）を駆動し、
　前記第一の機械（１４０）と前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）は互いに
連結されており、それにより前記第一の機械（１４０）によって作られたエネルギーは、
前記第二の機械のエンジン制動力を増大可能にするために、前記第二の機械（１５０，２
５０ｌ，２５０ｒ）を駆動するために利用されることを特徴とする請求項９または１０に
記載の連結車両（１００，２００）。
【請求項１２】
　前記第一の機械（１４０）および／または前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０
ｒ）は、電気モータとしても発電機としても作動可能な電気的機械（１４０）であり、あ
るいはタービンとしてもポンプとしても作動可能な流体機関であることを特徴とする請求
項９から１１のいずれか一項に記載の連結車両（１００，２００）。
【請求項１３】
　前記牽引車両（１１０，２１０）はエンジンブレーキ装置（１３１）を有し、当該エン
ジンブレーキ装置（１３１）を用いて、エンジンブレーキトルクが少なくとも前記牽引車
両（１１０，２１０）の前記第一の車軸（１１２）に及ぼされ得ることを特徴とする請求
項９から１２のいずれか一項に記載の連結車両（１００，２００）。
【請求項１４】
　前記エンジンブレーキ装置（１３１）は排気ブレーキ装置を有することを特徴とする請
求項１３に記載の連結車両（１００，２００）。
【請求項１５】
　前記エンジンブレーキ装置（１３１）はデコンプレッションブレーキ装置を有している
ことを特徴とする請求項１３または１４に記載の連結車両（１００，２００）。
【請求項１６】
　前記エンジンブレーキ装置（１３１）はブリーダブレーキ装置を有していることを特徴
とする請求項１３または１４に記載の連結車両（１００，２００）。
【請求項１７】
　前記牽引車両（１１０，２１０）はエンジンブレーキ装置（１３１）を有し、
　前記連結車両（１００，２００）は、前記第一の機械（１４０）および／または前記エ
ンジンブレーキ装置（１３１）を制御するための少なくとも一つの制御装置を有し、前記
第一の機械および／または前記エンジンブレーキ装置（１３１）は、所定のエンジンブレ
ーキトルクが前記牽引車両（１１０，２１０）の前記第一の車軸（１１２）に及ぼされ得
るように制御可能であることを特徴とする請求項９から１６のいずれか一項に記載の連結
車両（１００，２００）。
【請求項１８】
　前記連結車両（１００，２００）は、前記第二の機械（１５０，２５０ｌ，２５０ｒ）
を制御するための少なくとも一つの制御装置を有し、前記第二の機械（１５０，２５０ｌ
，２５０ｒ）は、所定のブレーキトルク（Ｍ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２）が前記作業装置（１２
０，２２０）の前記第二の車軸（１２１，２２１）に及ぼされ得るように制御可能である
ことを特徴とする請求項９から１７のいずれか一項に記載の連結車両（１００，２００）
。
【請求項１９】
　前記牽引車両（１１０，２１０）はエンジンブレーキ装置（１３１）を有し、
　前記連結車両（１００，２００）は、前記第一の機械（１４０）および／または前記エ
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ンジンブレーキ装置（１３１）を用いて前記牽引車両（１１０，２１０）の前記第一の車
軸（１１２）に及ぼし得る前記エンジンブレーキトルクと、前記第二の機械（１５０，２
５０ｌ，２５０ｒ）を用いて前記作業装置（１２０，２２０）の前記第二の車軸（１２１
，２２１）に及ぼし得る前記ブレーキトルク（Ｍ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２）との間に、所定の
ブレーキトルク配分が調整可能であるように形成されていることを特徴とする請求項１７
および請求項１８に記載の連結車両（１００，２００）。
【請求項２０】
　前記ブレーキトルク配分は、前記連結車両（１００，２００）の所定の伸張または縮小
が調整されるように調整可能であることを特徴とする請求項１９に記載の連結車両（１０
０，２００）。
【請求項２１】
　牽引車両（１１０，２１０）であって、前記牽引車両（１１０，２１０）は、少なくと
も一つの機械式に連結された状態において、相応に形成された作業装置（１２０，２２０
）と共に、請求項９から２０のいずれか一項に記載の連結車両（１００，２００）を構成
するために形成されていることを特徴とする牽引車両（１１０、２１０）。
【請求項２２】
　作業装置（１２０，２２０）であって、少なくとも機械式に連結された状態において、
相応に形成された牽引車両（１１０，２１０）と共に、請求項９から２０のいずれか一項
に記載の連結車両（１００，２００）を構成するために形成されていることを特徴とする
作業装置（１２０、２２０）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は連結車両を運転するための方法に関し、当該連結車両は牽引車両、特にトラク
ターまたは自動推進式作業機械として形成された牽引車両と、当該牽引車両と機械式に結
合可能であるとともに、エネルギーを伝達するために特に機械式および／または油圧式に
連結可能な少なくとも一つの作業装置、特に少なくとも一つのトレーラーとを有する。牽
引車両は内燃機関と、原動機として作動可能な少なくとも一つの第一の機械と、内燃機関
を用いて駆動可能な少なくとも一つの第一の車軸とを有し、内燃機関は第一の機械を用い
て駆動され得る。作業装置は、作業機械として作動可能な少なくとも一つの第二の機械と
、当該第二の機械と機械式に連結可能な少なくとも一つの第二の車軸とを有する。
【０００２】
　本発明はまた、上記の連結車両並びにこのような連結車両のための牽引車両およびこの
ような連結車両のための作業装置に関する。
【背景技術】
【０００３】
　一般的な連結車両並びに一般的な牽引車両および一般的な作業装置と、このような連結
車両を運転するための一般的な方法とは、従来技術から基本的に知られている。
【０００４】
　特に、内燃機関と、原動機として作動可能な機械とを有する牽引車両が知られており、
原動機は通常、電気モータとして作動可能な電気的機械であり、当該電気的機械は内燃機
関のための起動機、および／または補助駆動装置のための原動機として備えられている。
【０００５】
　さらに、回生ブレーキを備えるトレーラーが知られており、当該トレーラーは、少なく
とも一つの車軸と機械式に連結された作業機械を有し、当該作業機械は車軸の機械的運動
エネルギーによって駆動され得、当該作業機械は通常、発電機として作動可能な電気的機
械である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
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　本発明の課題は、上記の連結車両を運転するための代替的な方法を提供すること、特に
連結車両のより効率的な運転が可能となる、改善された方法を提供することである。代替
的な、特に改善された連結車両を提供すること、並びに代替的な牽引車両および代替的な
作業装置を提供することも本発明の課題である。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の課題は、請求項１に開示される方法および請求項９に開示される連結車両、並び
に請求項２１に開示される牽引車両および請求項２２に開示される作業装置によって解決
される。本発明に係る方法および本発明に係る連結車両の好適な実施の形態は、従属請求
項の対象である。請求項の文言は、明示的に参照することにより、詳細な説明の一部とな
る。
【０００８】
　本発明に係る方法は、連結車両が惰行運転状態および／または制動運転状態にあるとき
、前記連結車両は少なくとも一時的に第一の運転モードで運転され、当該第一の運転モー
ドでは第二の機械が作業機械として作動させられるとともに、第二の車軸の機械的運動エ
ネルギーを用いて駆動される一方、第一の機械は原動機として作動させられるとともに内
燃機関を駆動し、第二の機械によって作られた、もしくは変換されたエネルギーの少なく
とも一部が第一の機械を駆動するために用いられることを特徴とする。
【０００９】
　すなわち言い換えれば、連結車両が惰行運転状態および／または制動運転状態にあると
き、前記連結車両は本発明により少なくとも一時的に、作業装置の第二の車軸の機械的運
動エネルギーから、作業機械として作動させられる第二の機械を用いてエネルギーが作ら
れ、もしくは変換されるとともに、少なくとも部分的に牽引車両の原動機に伝達されるよ
うに運転され、前記エネルギーは少なくとも部分的に、原動機として作動させられる第一
の機械を駆動するために用いられる。
【００１０】
　本発明の意味における連結車両とは、少なくとも一つの牽引車両を、少なくとも一つの
さらなる車両および／または少なくとも一つの作業装置と結合したものである。
【００１１】
　本発明の意味において車両とは、可動式の交通手段であると理解される。牽引車両とは
、他の車両を牽引する、および／または押すために形成されている車両である。
【００１２】
　本発明の意味において作業装置とは、牽引車両と連結可能な装置、例えばトレーラー、
干し草乾燥機などであると理解される。
【００１３】
　本発明の意味においてトラクターとは、特に農業において用いられ、一つまたは複数の
車両を牽引するために形成されているが、農業用機械および／または作業装置を駆動する
ためにも形成されている牽引車両であると理解される。
【００１４】
　本発明の意味において自動推進式作業機械とは動力車両であって、その構成型式と、当
該車両に固定的に結合された特別な装置とにより、作業を行うことに特化され、かつ適し
ているが、人や貨物を搬送することには特化されておらず、かつ適していない動力車両で
あると理解される。自動推進式作業機械は例えば、収穫機、コンバイン収穫機、建設機械
、およびトラッククレーンなどの様々な特殊機械である。
【００１５】
　本発明の意味において原動機とは、エネルギーを放出する機械であると理解される。
【００１６】
　本発明の意味において作業機械とは、駆動可能であるとともに、エネルギーを機械的作
業の形で受容するために形成されている機械であると理解される。
【００１７】
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　本発明の意味において駆動可能な車軸とは、原動機を用いて駆動可能な車軸である。
【００１８】
　作業装置の第二の車軸の機械的運動エネルギーから作られたエネルギーを、牽引車両の
第一の機械を駆動するために用いることにより、連結車両を特に効率的に運転することが
可能であり、特に牽引車両をエネルギー効率良く運転することが可能である。
【００１９】
　本発明に係る方法の一の有利な発展的構成において、少なくともいくつかの走行状況に
おいて、第二の機械によって作られた、もしくは変換されたエネルギーのうち、第一の機
械を駆動するために用いられない部分は、エネルギー貯蔵装置に供給される。
【００２０】
　本発明に係る方法の代替的ではあるが、同じく有利な構成において、少なくともいくつ
かの走行状況において、第二の機械によって作られた、もしくは変換されたエネルギーの
全ては、第一の機械を駆動するために用いられる。
【００２１】
　本発明による第一運転モードにおける運転の間、少なくとも一つの作業装置、特に少な
くとも一つのトレーラーは、牽引車両と機械式に結合されるとともに、エネルギー伝達の
ために牽引車両に連結され、作業装置はエネルギー伝達のために好ましくは電気式および
／または油圧式に牽引車両と連結されている。
【００２２】
　このとき特に連結車両が複数の作業装置を有する場合、作業装置のそれぞれが、直接的
に牽引車両とそれぞれ機械式に結合されている、および／または直接的に牽引車両と電気
式に連結されている、および／または直接的に牽引車両と油圧式に連結されていることは
必ずしも必要ではない。一つまたは複数の作業装置はまた間接的に、牽引車両と機械式に
結合されている、および／または電気式に、および／または油圧式に連結されていてよい
。特に二つまたはそれより多い作業装置、例えば二つのトレーラーが連続的に列を成して
牽引車両に設けられていてよく、それぞれ牽引車両の直後に設けられた作業装置のみが直
接的に牽引車両と機械式に結合されるとともに、エネルギー伝達のために直接的に連結さ
れており、さらなる作業装置は間接的に連結されている。
【００２３】
　好ましくは、内燃機関を用いて駆動可能な牽引車両の第一の車軸は、特に少なくとも一
つのトランスミッションとクラッチとを介して、内燃機関のクランク軸と機械式に連結さ
れている。
【００２４】
　第一の機械は好ましくは電気モータとして作動可能な電気的機械、往復機関、またはタ
ービンとして作動可能な流体機関、特に油圧モータである。
【００２５】
　牽引車両がトラクターである場合、第一の機械がアキシアルピストンモータとして形成
されていると有利であり得る。
【００２６】
　第一の機械は好ましくは内燃機関のクランク軸と、特に少なくとも一つのトランスミッ
ション、例えば歯車伝動装置および／またはベルト伝動装置を介して機械式に連結されて
いる。
【００２７】
　第二の機械は好ましくは発電機として作動可能な電気的機械、またはポンプとして作動
可能な流体機関、特に液圧式流体機関、好ましくは油圧ポンプである。
【００２８】
　牽引車両がトラクターである場合、いくつかの場合において、第二の機械がアキシアル
ピストンポンプまたはギアポンプとして形成されていると有利であり得る。
【００２９】
　好適に第一の機械と第二の機械は互いに直接的に、特に電気式に、または油圧式に連結
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されている。しかしながら第一の機械と第二の機械はまた、エネルギー貯蔵装置および／
またはパワーエレクトロニクスを介在させて互いに間接的に連結されていてよい。
【００３０】
　本発明に係る方法の一の有利な構成において、連結車両は下り坂走行における惰行運転
時および／または制動運転時に少なくとも一時的に、好ましくは下り坂走行の間ずっと、
第一の運転モードで運転される。平地における走行に比べて下り坂走行において作用する
力は著しく大きくなり、作用する力は斜面勾配が増大するにつれて大きくなるので、より
大きな機械的運動エネルギーが生じる。これにより下り坂走行では第二の機械を用いて特
に多くの機械エネルギーが変換、かつ提供され得る。したがって下り坂走行が、第一の運
転モードにおける運転のために可能な限り利用されると、特に効率的な運転が可能である
。
【００３１】
　本発明に係る方法のさらなる有利な構成であって、牽引車両がエンジンブレーキ装置を
有している方法において、少なくとも一時的にエンジンブレーキ装置を用いて、所定のエ
ンジンブレーキトルクが牽引車両の第一の車軸に及ぼされ、当該エンジンブレーキトルク
は好ましくは、連結車両が惰行運転状態および／または制動運転状態にあるとき、特に連
結車両が第一の運転モードにあるとき、及ぼされる。エンジンブレーキ装置であって、当
該エンジンブレーキ装置を用いて運動エネルギーが特に熱エネルギーに変換され得るエン
ジンブレーキ装置は、従来技術から基本的に、特にデコンプレッションブレーキとして知
られている。
【００３２】
　惰行運転時および／または制動運転時に第一の機械を用いて内燃機関を駆動でき、その
ために必要なエネルギーは、好ましくは第二の機械によって提供され得るという可能性に
より、エンジン制動力は著しく増大させられ得る。特にこれにより、連結車両の残りのブ
レーキシステム、特に作動の際に摩耗が生じる牽引車両および作業装置のブレーキ装置は
負荷を取り除かれ得、特に有利なのは、このとき惰行運転時および／または制動運転時に
、エネルギーが第二の機械によって回生式に作り出され得ることである。
【００３３】
　内燃機関の制動力を増大させるために、好ましくは付加的に他の構成要素、例えば好ま
しくはエンジンファンおよび／またはエアコンプレッサが、特に惰行運転時および／また
は制動運転時に、負荷トルクを及ぼすように内燃機関と連結され得る。しかしながらこれ
に対して牽引運転時にこれらの構成要素、特にエンジンファンおよび／またはエアコンプ
レッサは、好ましくは内燃機関から連結解除され得、それによりこれらの構成要素は、内
燃機関を用いて駆動可能なクランク軸に負荷トルクを及ぼさない。
【００３４】
　本発明に係る方法のさらなる有利な構成において、惰行運転時および／または制動運転
時にエンジンブレーキ装置を用いて、下り坂走行において少なくとも一時的に、所定のエ
ンジンブレーキトルクが牽引車両の第一の車軸に及ぼされる。このようにして、通常は摩
擦ライニング付きブレーキとして形成されているとともに摩耗を被る残りのブレーキ装置
の負荷は著しく低減され得る。さらに、ブレーキの加熱もしくは過熱に起因するフェード
現象、すなわちブレーキ作用の望ましくない低下であって、制動距離を安全上危機的に延
長しかねないフェード現象の危険が低減され得る。さらなる有利点は、エンジンブレーキ
装置がほぼ摩耗することなく作動することである。
【００３５】
　本発明に係る方法のさらなる有利な構成において、少なくとも一時的に第二の機械を用
いて、所定のブレーキトルクが作業装置の第二の車軸に及ぼされ、当該ブレーキトルクは
好ましくは、連結車両が惰行運転状態および／または制動運転状態にあるとき、特に連結
車両が第一の運転モードにあるとき、及ぼされる。
【００３６】
　本発明に係る方法のさらなる有利な構成において、下り坂走行の際少なくとも一時的に
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、特に連結車両が牽引車両と、非常に重い作業装置とから形成されている場合、第二の機
械を用いて所定のブレーキトルクが作業装置の第二の車軸に及ぼされる。特に下り坂走行
時は、作業装置を共に制動し、それにより連結車両の安定性を維持することが有利であり
得るためである。
【００３７】
　第二の機械を用いてブレーキトルクを第二の車軸に及ぼすことにより、簡単なやり方で
、通常は摩擦ライニング付きブレーキとして形成されているとともに、摩耗を被る作業装
置のブレーキ装置の負荷は著しく低減され得るか、もしくは斜面の勾配が小さい場合、完
全に回避され得る。特に熱的負荷およびそれとともにフェード現象の危険は、著しく低減
され得る。第二の機械を用いて同じくほぼ摩耗なしに、所定のブレーキトルクが第二の車
軸に及ぼされ得る。
【００３８】
　連結車両が第一の機械および／またはエンジンブレーキ装置および／または第二の機械
を制御するための制御装置を有するとき、第一の機械および／またはエンジンブレーキ装
置および／または第二の機械は好ましくは、所定のエンジンブレーキトルクが牽引車両の
第一の車軸に及ぼされ、および／または所定のブレーキトルクが作業装置の第二の車軸に
及ぼされるように制御され、所定のエンジンブレーキトルクおよび／または所定のブレー
キトルクは好ましくは、特定された走行状態に依存して及ぼされる。
【００３９】
　本発明に係る方法のさらなる有利な構成において、第一の機械および／またはエンジン
ブレーキ装置および／または第二の機械は、第一の機械および／またはエンジンブレーキ
装置を用いて牽引車両の第一の車軸に及ぼされるエンジンブレーキトルクと、第二の機械
を用いて作業装置の第二の車軸に及ぼされるブレーキトルクとの間に、所定のブレーキト
ルク配分が調整されるように制御される。
【００４０】
　本発明に係る方法のさらなる有利な構成において、ブレーキトルク配分は、連結車両の
所定の伸張または縮小が調整されるように調整され、所定のブレーキトルク配分は好まし
くは、実際の縮小または伸張に依存して調整される。
【００４１】
　代替的または付加的に所定のブレーキトルク配分は、伸張または縮小と並ぶさらなる値
にも依存して、特に遅延に関して最適化されて調整され得、例えば連結車両速度またはブ
レーキペダル圧力に依存して、あるいはスリップ制御されて調整され得る。このとき牽引
車両の駆動される車軸の車輪におけるスリップと、作業装置の駆動される車軸の車輪にお
けるスリップは好ましくは、第一の機械および／または第二の機械を相応に制御すること
により、駆動出力および／または制動力を適合させて調整される。
【００４２】
　特にエンジンブレーキトルクおよび／またはブレーキトルクは、牽引車両に作用する牽
引車両全駆動トルクと、作業装置に作用する作業装置全駆動トルクとの間に、望ましい所
定のトルク配分が調整され、その結果、望ましい所定の伸張または縮小が調整され、およ
び／または望ましい所定のスリップが調整されるように、牽引車両の第一の車軸および／
または作業装置の第二の車軸に及ぼされ得る。
【００４３】
　ブレーキトルク配分を実際の縮小または伸張に依存して調整するために、好ましくは実
際の伸張および／または縮小が、特に直接的または間接的に検知され、伸張は例えば、牽
引車両と作業装置との間で力測定装置を用いて直接的に検知され得、または牽引車両およ
び作業装置の検知された車輪回転速度と、実際の車両速度とから間接的に特定され得る。
【００４４】
　連結車両を用いて確実な始動を確保するために、作業装置による連結車両の押しがけは
回避されなければならない。これは始動時に所定の伸張または縮小を調整することによっ
て達成され得る。
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【００４５】
　このために本発明に係る方法のさらなる有利な構成において特に、連結車両がさらなる
ブレーキ装置を用いて止められている制動された静止状態から、下り坂で前進方向に始動
し、それにより下り坂で前進方向に始動する際に連結車両の伸張を生じさせるために、第
一のステップにおいて、さらなるブレーキ装置を解除する際に第二の機械が制御され、そ
れにより第二の機械を用いてブレーキトルクが作業装置の第二の車軸に及ぼされ、それに
より作業装置は、さらなるブレーキ装置が解除された後に、牽引車両の前進移動によって
連結車両の所定の伸張が達成されるまで静止状態に保持される。第二のステップにおいて
好ましくは、第二の機械を用いて及ぼされるブレーキトルクは連続的に低減され、それに
より、作業装置が牽引車両と同じ車両速度に到達するまで、達成された所定の伸張はほぼ
一定に保たれる。場合により作業装置がさらに加速するとき、一つまたは複数のさらなる
ステップにおいて第二の機械を用いてブレーキトルクが再び増大させられ、それにより下
り坂走行の間、所定の伸張はさらに保持される。
【００４６】
　連結車両は好ましくは、特定された走行状態に依存して、第一の運転モードで、または
少なくとも一つのさらなる運転モードで運転され得る。
【００４７】
　そのために好ましくは第一の機械はさらに、作業機械として作動可能であり、第二の機
械はさらに、原動機として作動可能であり、第二の車軸は好ましくは駆動可能な車軸、特
に電気式および／または油圧式に駆動可能な車軸である。
【００４８】
　本発明に係る方法のさらなる有利な構成において、少なくともさらなる運転モードで、
特に第二の運転モードで、第一の機械は作業機械として作動させられるとともに内燃機関
を用いて駆動され、第二の機械は原動機として作動させられるとともに作業装置の駆動可
能な車軸を駆動し、第一の機械と第二の機械は互いに連結されており、それにより第一の
機械によって発電機運転時に作られたエネルギーが第二の機械を駆動するために用いられ
得る。
【００４９】
　本発明に係る方法の特に有利な構成において、連結車両が牽引運転状態にあるとき、連
結車両は少なくとも一時的に第二の運転モードで作動させられる。
【００５０】
　本発明に係る連結車両は牽引車両、特にトラクターまたは自動推進式作業機械として形
成された牽引車両と、当該牽引車両と機械式に結合可能であるとともに、エネルギーを伝
達するために特に機械式および／または油圧式に連結可能な少なくとも一つの作業装置、
特に少なくとも一つのトレーラーとを有する。牽引車両は内燃機関と、原動機として作動
可能な少なくとも一つの第一の機械と、内燃機関を用いて駆動可能な少なくとも一つの第
一の車軸とを有し、内燃機関は第一の機械を用いて駆動され得る。作業装置は、作業機械
として作動可能な少なくとも一つの第二の機械と、当該第二の機械と機械式に連結された
少なくとも一つの第二の車軸とを有する。
【００５１】
　このとき本発明によれば連結車両は、第二の機械によって作られたエネルギーの少なく
とも一部が第一の機械を駆動するために用いられ得るように形成されている。
【００５２】
　すなわち言い換えれば、本発明に係る連結車両は、第二の機械によって作られた、もし
くは変換されたエネルギーが、少なくとも部分的に牽引車両に、特に第一の機械に伝達さ
れ得るように形成されている。すなわち牽引車両と作業装置は、互いに機械式に結合可能
であるだけでなく、第二の機械によって作られたエネルギーの少なくとも一部が作業装置
から牽引車両に伝達され得、特に第一の機械にガイドされ得るように互いに連結され得る
。
【００５３】
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　このとき連結車両の一の有利な構成において、原動機として作動可能な牽引車両の第一
の機械は好ましくは、電気モータとして作動可能な電気的機械、往復機関、またはタービ
ンとして作動可能な流体機関である。連結車両、特に作業装置の一の有利な構成において
第二の機械は、発電機として作動可能な電気的機械、またはポンプとして作動可能な流体
機関である。
【００５４】
　本発明に係る連結車両のさらなる有利な構成において、牽引車両の第一の機械はさらに
、作業機械として作動可能であり、作業装置の第二の機械はさらに、原動機として作動可
能であり、第二の機械と機械式に連結された作業装置の第二の車軸は、第二の機械を用い
て駆動され得る。
【００５５】
　連結車両、特に牽引車両は好ましくは、少なくとも一つの走行状態を特定するための装
置を有し、特に特定された走行状態に依存して、第一の運転モードで、または少なくとも
一つのさらなる運転モードで運転され得、当該少なくとも一つのさらなる運転モードにお
いて、第一の機械は作業機械として作動させられるとともに内燃機関を用いて駆動され、
第二の機械は原動機として作動させられるとともに作業装置の駆動可能な車軸を駆動し、
第一の機械と第二の機械は互いに連結されており、それにより第一の機械によって作られ
たエネルギーが第二の機械を駆動するために利用可能である。
【００５６】
　そのためにさらなる有利な構成において第一の機械は、好ましくは電気モータとして、
かつ発電機として作動可能な電気的機械、すなわちいわゆるモータ発電機であるか、また
はポンプとして、かつタービンとして作動可能な流体機関、すなわちいわゆるポンプター
ビンである。
【００５７】
　第二の機械はこのために好ましくは、発電機として、かつ電気モータとして作動可能な
電気的機械、すなわちいわゆるモータ発電機であるか、またはタービンとして、かつポン
プとして作動可能な流体機関、すなわちいわゆるポンプタービンである。
【００５８】
　第一の機械および／または第二の機械は好ましくはそれぞれ、電気モータとしても、発
電機としても作動可能な電気的機械、すなわちモータ発電機であるか、あるいはタービン
としても、ポンプとしても作動可能な流体機関、すなわちポンプタービンである。
【００５９】
　牽引車両がトラクターである場合、いくつかの場合において、第一の機械および／また
は第二の機械がアキシアルピストン機関であると有利であり得る。
【００６０】
　しかしながら第二の機械が電気モータとして、かつ発電機として作動可能な電気的機械
であり、第一の機械も同様であるとき、あるいは第二の機械が電気モータとして、かつ発
電機として作動可能な電気的機械であり、第一の機械がポンプタービン、すなわちタービ
ンとして作動可能な流体機関であるとともに、ポンプとして作動可能な流体機関でもある
とき、特に有利であることが判明している。
【００６１】
　牽引車両と作業装置は、好ましくは互いに機械式に結合されているとともに、エネルギ
ー伝達のために、特に第一の機械および第二の機械の構成に応じて、特に第二の機械の構
成に応じて、電気式および／または油圧式に互いに連結されている。
【００６２】
　作業装置の第二の機械が、発電機として作動可能な電気的機械であるとき、連結車両は
本発明によれば、電気的機械として形成された第二の機械によって作られた電気エネルギ
ーが牽引車両に伝達され得るように形成されている。
【００６３】
　第二の機械が流体機関として、例えばタービンとして、特にポンプタービンとして形成
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されているとき、牽引車両は好ましくは、第二の機械よって作られた流体エネルギーが牽
引車両に伝達され得るように作業装置と連結されている。
【００６４】
　本発明に係る連結車両のさらなる有利な構成において、牽引車両はエンジンブレーキ装
置を有し、当該エンジンブレーキ装置を用いて、エンジンブレーキトルクが少なくとも牽
引車両の第一の車軸に及ぼされ得る。このとき連結車両は好ましくは、連結車両が惰行運
転状態および／または制動運転状態にあるとき、特に連結車両が第一の運転モードにある
とともに、内燃機関が第一の機械によって駆動されるとき、エンジンブレーキトルクが及
ぼされ得るように形成されている。
【００６５】
　本発明に係る連結車両のさらなる有利な構成において、エンジンブレーキ装置は排気ブ
レーキ装置を有し、当該排気ブレーキ装置は好ましくは少なくとも一つの排ガス側のスト
レージフラップを有し、当該ストレージフラップにより、排ガスシステム内に背圧および
それとともに抵抗が生じさせられ、それにより内燃機関のクランク軸に作用するエンジン
ブレーキトルクが作られる。一般的な排気ブレーキ装置は従来技術から一般に、例えばＪ
ａｃｏｂｓ　Ｖｅｈｉｃｌｅ　Ｓｙｓｔｅｍｓ（登録商標）社のいわゆるＪａｃｏｂｓ　
Ｅｘｈａｕｓｔ　Ｂｒａｋｅ（登録商標）として知られている。
【００６６】
　本発明に係る連結車両の代替的または付加的な有利な構成において、エンジンブレーキ
装置はデコンプレッションブレーキ装置を有している。デコンプレッションブレーキ装置
は同じく従来技術から、例えばＪａｃｏｂｓ　Ｖｅｈｉｃｌｅ　Ｓｙｓｔｅｍｓ（登録商
標）社のいわゆるＣｏｍｐｒｅｓｓｉｏｎ　Ｒｅｌｅａｓｅ　Ｂｒａｋｅ（登録商標）と
して知られている。
【００６７】
　このとき本発明の意味においてデコンプレッションブレーキ装置とは、少なくとも一つ
の排気弁と、一の付加的な弁とを有するブレーキ装置であると理解され、当該付加的な弁
は圧縮行程の終わりに開放され得、それによりシリンダ内の圧力を取り除く、すなわち圧
縮開放することができる。これにより膨張行程においてクランク軸に仕事は伝えられ得な
くなるが、それは圧縮のために消費されたエネルギーが圧縮開放によってすでに排出され
ているからである。
【００６８】
　本発明に係る連結車両のさらなる代替的または付加的な有利な構成において、エンジン
ブレーキ装置はブリーダブレーキ装置を有している。ブリーダブレーキ装置は同じく従来
技術から、例えば同じくＪａｃｏｂｓ　Ｖｅｈｉｃｌｅ　Ｓｙｓｔｅｍｓ（登録商標）社
のいわゆるＢｌｅｅｄｅｒ　Ｂｒａｋｅの形で知られている。
【００６９】
　このとき本発明の意味においてブリーダブレーキ装置とは、内燃機関の排気弁に対して
平行に、小さな断面を備える付加的な小さな弁の形の少なくとも一つの定常スロットルを
有するブレーキ装置であって、当該付加的な小さな弁は、エンジンブレーキが作動する間
ずっと所定の開放位置に保持され得るブレーキ装置であると理解され、あるいはエンジン
ブレーキが作動する間ずっと所定の開放位置に保持され得る少なくとも一つの排気弁を有
するブレーキ装置であると理解される。
【００７０】
　本発明に係る連結車両のさらなる有利な構成において、連結車両、特に牽引車両は、第
一の機械および／またはエンジンブレーキ装置を制御するための少なくとも一つの制御装
置を有し、第一の機械および／またはエンジンブレーキ装置は、所定のエンジンブレーキ
トルクが牽引車両の第一の車軸に及ぼされ得るように制御され得る。
【００７１】
　連結車両のさらなる有利な構成において、連結車両、特に作業装置は、第二の機械を制
御するための少なくとも一つの制御装置を有し、第二の機械は好ましくは、所定のトルク
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、特に所定のブレーキトルクが作業装置の第二の車軸に及ぼされ得るように制御され得る
。
【００７２】
　連結車両のさらなる有利な構成において当該連結車両は、第一の機械および／またはエ
ンジンブレーキ装置を用いて牽引車両の第一の車軸に及ぼし得るエンジンブレーキトルク
と、第二の機械を用いて作業装置の第二の車軸に及ぼし得るブレーキトルクとの間に、所
定のブレーキトルク配分が調整され得るように形成されている。
【００７３】
　ここで連結車両のさらなる有利な構成においてブレーキトルク配分は、連結車両の所定
の伸張または縮小が調整されるように調整され得、所定のブレーキトルク配分は好ましく
は、実際の縮小および／または伸張に依存して調整され得る。
【００７４】
　すなわち、トルク配分を介して所定の伸張または縮小が調整され得、特に牽引車両に作
用する牽引車両全駆動トルクと、作業装置に作用する作業装置全駆動トルクとの間に、望
ましい所定のトルク配分が調整され、その結果、望ましい所定の伸張または縮小が調整さ
れるように、エンジントルクおよびトルクが第一の車軸および第二の車軸に及ぼされ得る
。
【００７５】
　本発明に係る連結車両、特に作業装置のさらなる有利な構成において、作業装置は第二
の機械のほかに第三の機械を有し、第二の機械は少なくとも作業装置の第二の車軸の左の
車輪と機械式に連結されており、第三の機械は少なくとも第二の車軸の右の車輪と機械式
に連結されており、第二および第三の機械は少なくとも作業機械として作動可能である。
これにより個々のブレーキトルク配分は、牽引車両と作業装置の間だけでなく、作業装置
の左車軸側と右車軸側の間でも可能となり、それにより特に緩い地盤の上、および斜面を
横断する走行時にトレーラーの安定性の向上が実現され得る。
【００７６】
　本発明に係る牽引車両、特にトラクターまたは自動推進式作業機械として形成された本
発明に係る牽引車両は、少なくとも一つの機械式に連結された状態において、相応に形成
された作業装置と共に本発明に係る連結車両を構成するために形成されていることを特徴
とする。
【００７７】
　本発明に係る作業装置、特に本発明に係るトレーラーは、少なくとも機械式に連結され
た状態において、相応に形成された牽引車両と共に本発明に係る連結車両を構成するため
に形成されていることを特徴とする。
【００７８】
　上記の特徴およびさらなる特徴および有利点は、請求項および詳細な説明のほか、図面
からも明らかであり、個々の特徴はそれぞれ本発明の構成において、単独でまたはサブコ
ンビネーションとして複数について実現されており、有利であるとともにそれ自体保護対
象となる実施を表し得、当該実施に対しても保護が請求される。
【００７９】
　上記の特徴もしくは特性の多くは、本発明に係る方法および本発明に係る連結車両、並
びに本発明に係る牽引車両および本発明に係る作業装置に関する。上記の特徴および特性
のいくつかは一度しか説明されないが、技術的に可能な構成の範囲で、本発明に係る方法
についても本発明に係る車両についても、互いに独立して該当する。
【００８０】
　以下において本発明をいくつかの実施の形態に基づいてさらに説明するが、本発明はそ
のために添付の図面において概略的に表示されている。図面に示すのは以下の通りである
。
【図面の簡単な説明】
【００８１】
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【図１】本発明に係る連結車両の第一の実施の形態の回路図である。
【図２】図１の回路図に基づき、前進方向に制動しながら下り坂走行を行う際の、本発明
に係る方法の例としての実施に応じて、本発明に係る連結車両の個々のアセンブリ間のエ
ネルギー流れを示す図である。
【図３】図１の回路図に基づき、下り坂で前進方向に停止状態から始動する際の、本発明
に係る方法の例としての実施に応じて、本発明に係る連結車両の個々のアセンブリ間のエ
ネルギー流れを示す図である。
【図４】本発明に係る方法の例としての実施において、下り坂で前進方向に停止状態から
始動する際に生じる、第一の車軸の車輪の速度および第二の車軸の速度と、第二の機械に
より第二の車軸に及ぼされるブレーキトルクと、パーキングブレーキにより第二の車軸に
及ぼされるブレーキトルクとの推移を時間に対して示すグラフである。
【図５】本発明に係る連結車両の第二の実施の形態の回路図である。
【００８２】
　図１は本発明に係る牽引車両１１０の第一の実施の形態を備える、本発明に係る連結車
両１００の第一の実施の形態を示しており、牽引車両は二軸トレーラーの形の本発明に係
る作業装置１２０と、機械式かつ電気式に連結されている。
【００８３】
　このとき牽引車両の機械式連結が牽引バー１７２を介して行われる一方、電気式連結の
ために、特に牽引車両１１０と作業装置１２０の間で電気エネルギーのエネルギー伝達を
行うために、ＡＥＦコネクタ１４５を備える高圧線が設けられている。
【００８４】
　ここでいわゆるＡＥＦコネクタ１４５とは、農業用機械における通常の基準に応じて形
成された差込接続器であり、このときＡＥＦという略称はＡｇｒｉｃｕｌｔｕｒａｌ　Ｉ
ｎｄｕｓｔｒｉｅ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　Ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎを表し、当該差込接
続器は本図の連結車両１００において、高圧領域内で電気エネルギーを伝達するために付
加的に形成されている。
【００８５】
　本発明に係る牽引車両１１０は前車軸１１１と後車軸１１２を有して二重路線式に形成
されており、前車軸と後車軸はそれぞれ、左車輪１１１ｌもしくは１１２ｌと、右車輪１
１１ｒおよび１１２ｒを有する。
【００８６】
　本実施の形態において牽引車両１１０は、エンジンブレーキ装置１３１を備える内燃機
関１３０を有する全車輪駆動式トラクターであり、内燃機関１３０は第一の機械１４０と
機械式に連結されており、当該第一の機械は、トランスミッション１７０を備えるクラッ
チ１６０を介するとともに、後車軸ディファレンシャル１７１を介して、後車軸１１２の
両の車輪１１２ｌおよび１１２ｒと連結されている。内燃機関１３０はさらに、前車軸１
１１の両の車輪１１１ｌおよび１１１ｒと連結されており、後車軸１１２のほかに前車軸
１１１を駆動するためにも形成されており、前車軸１１１は同じく、本図に表示されてい
ない前車軸ディファレンシャルおよびトランスミッション１７０を介して内燃機関１３０
と連結されている。
【００８７】
　本実施の形態において第一の機械１４０は、電気モータとしても発電機としても作動可
能な電気機械、すなわちモータ発電機１４０であり、当該モータ発電機は内燃機関１３０
によって駆動されるために形成されているとともに、内燃機関１３０を駆動するために設
けられてもいる。
【００８８】
　本発明に係る牽引車両はさらに、接地された第一の電力変換器１４１、電力分配器１４
２、接地された第二の電力変換器１４３、およびエネルギー貯蔵装置１４４を有する。
【００８９】
　このとき第一の電力変換器１４１は、第一の機械１４０によって作られた交流電流を直
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流電流に変換するために形成されており、第二の電力変換器１４３は、電力分配器１４２
から伝達された直流電流を交流電流に変換し、ＡＥＦコネクタ１４５に供給するか、もし
くは逆に、ＡＥＦコネクタを用いて供給された電流１４５に関して交流電流を直流電流に
変換するとともに、電力分配器１４２に伝達するために設けられている。作り出された電
気エネルギーは、電力分配器１４２を用いて完全に、または部分的にのみ、エネルギー貯
蔵装置１４４に供給され得る。
【００９０】
　作業装置１２０は第二の機械１５０を有し、当該第二の機械は本発明に係る連結車両１
００の本実施の形態において同じく、発電機としても電気モータとしても作動可能な電気
的機械１５０であり、すなわち同じくモータ発電機である。第二の機械１５０は平歯車装
置１８０、カルダン軸１８１、および差動歯車装置１９０を介して、第二の車軸１２１と
機械式に連結されており、作業装置１２０の第二の車軸１２１の車輪１２１ｌおよび１２
１ｒは、第二の機械１５０を用いて電気的に駆動され得る。作業装置１２０はこの場合さ
らに、車輪１２２ｌおよび１２２ｒを備えるさらなる車軸１２２を有するが、当該車輪は
本実施の形態では駆動され得ない。
【００９１】
　本実施の形態において連結車両１００の全ての車軸、すなわち牽引車両１１０の全ての
車軸も、作業装置１２０の全ての車軸も制動され得、そのために個々の車輪に、対応する
摩擦ライニング付きブレーキ装置が設けられており、当該摩擦ライニング付きブレーキ装
置はそれぞれ、詳しく表示されていない。
【００９２】
　このとき本発明に係る連結車両１００は、当該連結車両が惰行運転状態および／または
制動運転状態にあるとき、前記連結車両が少なくとも一時的に、第一の運転モードで運転
され得るように形成されており、当該第一の運転モードにおいて本発明によれば、第二の
機械１５０が発電機として作動させられるとともに、第二の車軸１２１の機械的運動エネ
ルギーを用いて駆動される一方、第一の機械１４０は電気モータとして作動させられると
ともに内燃機関を駆動し、前記第二の機械１５０によって作られた電気エネルギーの少な
くとも一部が前記第一の電気的機械１４０を駆動するために用いられる。
【００９３】
　このとき第二の電気的機械１５０によって作られた電気エネルギーは、本図において詳
しく表示されていない高圧線およびＡＥＦコネクタ１４５を介して、トレーラー１２０か
ら牽引車両１１０、特に電力変換器１４３へと伝達され得、当該電力変換器は第二の電気
的機械１５０を用いて作られた交流電流を直流電流に変換して電力分配器１４２に伝達し
、伝達された電気エネルギーは、電力分配器を用いてエネルギー貯蔵装置１４４および／
または電力変換器１４１に分配される。電力変換器１４１は直流電流を再び交流電流に変
換し、それにより電気エネルギーは第一の電気的機械１４０を駆動するために利用可能と
なり、第一の電気的機械によって内燃機関１３０が駆動され得る。
【００９４】
　内燃機関１３０のエンジンブレーキ装置１３１を用いて、少なくとも一時的に所定のエ
ンジンブレーキトルクが、内燃機関１３０を用いて駆動され得る第一の車軸１１２に及ぼ
され得る。
【００９５】
　このとき特にエンジンブレーキトルクは、連結車両１００が惰行運転状態および／また
は制動運転状態にあるとき、特に下り坂走行を行うとき、および／または連結車両１００
が上記の本発明に係る第一の運転モードにあるとき、及ぼされ得る。これは特に有利であ
るが、それは内燃機関１３０を第一の機械１５０によって付加的に駆動することにより、
特に大きなエンジン制動力が実現され得、それにより残りのブレーキ装置の負荷、特に連
結車両１００の摩擦ライニング付きブレーキ装置の負荷が著しく低減され得るためである
。
【００９６】
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　本発明に係るトレーラー１２０は本実施の形態においてまた、第二の機械１５０を用い
て付加的に、所定のブレーキトルクが作業装置１２０の第二の車軸１２１に及ぼされ得る
ように形成されており、当該ブレーキトルクは特に、連結車両が惰行運転状態および／ま
たは制動運転状態にあるとき、特に連結車両が第一の運転モードにあるとき、及ぼされ得
る。
【００９７】
　連結車両はさらに、第一の機械１３０および／またはエンジンブレーキ装置１３１およ
び／または第二の機械１５０を制御するための、本図に表示されない制御装置を有し、全
てのアセンブリ、すなわち第一の機械１４０および／またはエンジンブレーキ装置１３１
および／または第二の機械１５０は本実施の形態において、所定のエンジンブレーキトル
クが本発明に係る牽引車両１１０の第一の車軸１１２に及ぼされ、および／または所定の
ブレーキトルクが本発明に係るトレーラー１２０の第二の車軸１２１に及ぼされ得るよう
に制御され得る。このとき所定のエンジンブレーキトルクおよび所定のブレーキトルクは
それぞれ、特定された走行状態に依存して及ぼされ得る。
【００９８】
　このときエンジンブレーキトルクと、トレーラー１２０の第二の車軸１２１に及ぼされ
得るブレーキトルクとは、これらの両のブレーキトルクの間に所定のブレーキトルク配分
が調整されるように調整され得る。このときブレーキトルク配分は特に、連結車両１００
の所定の伸張または縮小が調整されるように調整され得、所定のブレーキトルク配分は特
に有利なやり方で、実際の縮小および／または伸張に依存して調整され得る。
【００９９】
　図２は図１に基づき、惰行運転時および／または制動運転時に下り坂で前進走行を行い
、連結車両１００の運転は第一の運転モードで行われている際の、本発明に係る方法の実
施におけるエネルギー流れを概略的に示し、本図において実線の矢印は電気エネルギーＥ
ｅのエネルギー流れを、点線の黒い矢印は機械エネルギーＥｍのエネルギー流れを記号で
表すものとする。
【０１００】
　すでに上記において図１に基づき詳しく説明されたように、この場合、第一の運転モー
ドにおいて、下り坂走行もしくは下り坂転動の際、車輪１２１Ｌおよび１２１Ｒに機械的
運動エネルギーＥｍが作られ、当該機械的運動エネルギーは車軸ディファレンシャル１９
０およびカルダン軸１８１と、平歯車装置１８０とを介して、第二の機械１５０に供給さ
れ、当該第二の機械は機械的運動エネルギーＥｍを電気エネルギーＥｅに変換する。
【０１０１】
　高圧線およびＡＥＦコネクタ１４５を用いて、電気エネルギーＥｅは本発明に係る作業
装置１２０から本発明に係る牽引車両１１０に伝達され、電力変換器１４３を介するとと
もに、介装された電力分配器１４２を介して第一の電気的機械１４０もしくはエネルギー
貯蔵装置１４４に供給される。この場合、第二の電気的機械１５０を用いて発電機運転に
おいて作られた全ての電気エネルギーＥｅは、牽引車両１１０の第一の電気的機械１４０
に供給される。当該電気エネルギーＥｅによって第一の電気的機械１４０が駆動され、当
該第一の電気的機械はこれに対応して、電気エネルギーＥｅを機械エネルギーＥｍに変換
し、当該機械エネルギーによって、内燃機関１３０が駆動される。
【０１０２】
　第一の電気的機械１４０を用いて付加的に内燃機関１３０に及ぼされる駆動出力により
、一方で既存のエンジンブレーキ装置のブレーキ作用が著しく高められ得るが、これは内
燃機関１３０がこのようなやり方で、比較的大きなブレーキ作用に対して必要とされる他
の動作点において作動させられ得るためであり、それにより牽引車両１１０の制動力は著
しく高められ、その結果、連結車両１００全体の制動力が向上する。これにより連結車両
の摩擦ライニング付きブレーキ装置の負荷が著しく低減され得る。特に連結車両の摩耗が
低減された制動が可能となる。
【０１０３】
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　第二の電気的機械１５０を発電機として、すなわち作業機械として作動させることによ
りさらに付加的に、ブレーキトルクがトレーラー１２０の第二の車軸１２１の車輪１２１
ｌおよび１２１ｒに及ぼされ、それにより特にトレーラー１２０の摩擦ライニング付きブ
レーキ装置の負荷が取り除かれ、トレーラー１２０が摩耗することなく制動され得る。
【０１０４】
　連結車両１００はさらに、第一の電気的機械１４０が発電機として、すなわち作業機械
として電流を生じさせるように作動させられ得るように形成され、それは特に第一の電気
的機械が内燃機関１３０を用いて駆動されることによって行われる。すなわち、この場合
はエネルギー流れがちょうど逆方向になる。図３を参照。
【０１０５】
　この場合、機械エネルギーＥｍが内燃機関１３０から第一の電気的機械１４０に伝達さ
れ、当該第一の電気的機械は作業機械として作動させられるとともに、作り出された電気
エネルギーＥｅを電力変換器１４１に供給し、電気エネルギーＥｅは当該電力変換器から
電力分配器１４２を介して、電力変換器１４３に伝達されるとともに、さらにＡＥＦコネ
クタ１４５を介してトレーラー１２０に伝達される。当然ながらこの場合も、電気エネル
ギーＥｅの一部をエネルギー貯蔵装置１４４に供給することが可能である。
【０１０６】
　トレーラー１２０に伝達された電気エネルギーＥｅはこの場合、第二の電気的機械１５
０を駆動するために用いられ、当該第二の電気的機械は電気エネルギーＥｅを機械エネル
ギーＥｍに変換し、当該機械エネルギーは平歯車装置１８０およびカルダン軸１８１と、
車軸ディファレンシャル１９０とを介して、トレーラー１２０の第二の車軸１２１の両の
車輪１２１ｌおよび１２１ｒに伝達される。
【０１０７】
　上述された連結車両１００はまた、坂道において連結車両がさらなるブレーキ装置、例
えば本図において詳しく示されていないパーキングブレーキまたは摩擦ライニング付きブ
レーキを用いて止められている停止状態から、下り坂で前進方向に始動するにあたり、ま
ずさらなるブレーキ装置を解除する際に、第二の機械１５０を用いてブレーキトルクを作
業装置１２０の第二の車軸１２１に及ぼすように形成されており、それにより作業装置１
２０は、さらなるブレーキ装置が解除された後に、牽引車両１１０の前進移動によって連
結車両１００の所定の伸張が達成されるまで、停止状態に保持される。
【０１０８】
　第二のステップにおいて、第二の機械１５０を用いて及ぼされるブレーキトルクはその
後、連続的に低減され得、それにより達成された所定の伸張は、作業装置１２０が牽引車
両１１０と同じ走行速度に到達するまで、ほぼ一定に保たれるか、もしくは所望の値に調
整される。
【０１０９】
　場合により、特に作業装置１２０がさらに加速するとき、一つまたは複数のさらなるス
テップにおいて、第二の機械１５０を用いてブレーキトルクは再び増大もしくは適合させ
られ得、それにより下り坂走行の間、連結車両１００の所定の伸張がさらに維持される。
【０１１０】
　この点は図４に基づいて良好に認識される。図４は、作業装置１２０の第二の車軸１２
１と、牽引車両１１０の第一の車軸１１２の車輪の速度の時間に対する推移を、それぞれ
さらなるブレーキ装置もしくは第二の機械１５０によって及ぼされるブレーキトルクＭ＿
Ｂｒｅｍｓ＿ｗＢもしくはＭ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２と共に示している。
【０１１１】
　このとき停止状態において連結車両はまず、さらなるブレーキ装置を用いて止められ、
すなわちまずブレーキトルクＭ＿Ｂｒｅｍｓ＿ｗＢが第二の車軸１２１に及ぼされ、当該
ブレーキトルクは実線によって表されている。
【０１１２】
　さらなるブレーキ装置を解除する際、すなわち当該ブレーキトルクＭ＿Ｂｒｅｍｓ＿ｗ
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Ｂが下降する際、第二の電気的機械１５０を用いてブレーキトルクＭ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２
がトレーラーの第二の車軸１２１に及ぼされ、それにより第二の車軸１２１の車輪１２１
ｌおよび１２１ｒはさらに停止状態に保持される。
【０１１３】
　さらなるブレーキ装置の解除後に、牽引車両は転動を開始するが、これは本図において
点線で表される牽引車両１１０の車輪１１２ｌおよび１１２ｒの速度ｎ＿ＺＦにおいて良
好に認識される。
【０１１４】
　牽引車両１１０もしくは第一の車軸１１２の車輪１１２ｌおよび１１２ｒの速度ｎ＿Ｚ
Ｆが増大するにつれて、第二の機械１５０を用いて及ぼされるブレーキトルクＭ＿Ｂｒｅ
ｍｓ＿Ｍ２は、作業装置１２０もしくは第二の車軸１２１の車輪１２１ｌおよび１２１ｒ
が、牽引車両１１０と同じ速度ｎ＿ＡＧに到達するまで低減が進み、当該速度は牽引車両
の車輪回転速度に対して平行に推移する幅広の点線によって記号的に表されている。
【０１１５】
　牽引車両１１０と作業装置１２０が同じ速度ｎ＿ＺＦもしくはｎ＿ＡＧに到達すると、
所定の速度ｎ＿ＺＦもしくはｎ＿ＡＧを調整するために、もしくは連結車両１００のさら
なる加速を防止するために、第二の電気的機械１５０を用いて作業装置１２０の第二の車
軸１２１に及ぼされるブレーキトルクＭ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２が再び増大させられ得る。
【０１１６】
　このようにして下り坂で前進方向において特にコントロールされた始動が可能となるが
、それは所定の伸張を調整することにより、連結車両１００の安定化が生じさせられ得る
からである。
【０１１７】
　図５は本発明に係る連結車両２００の第二の実施の形態を示し、当該連結車両２００は
前記の図に基づいて説明された連結車両１００と、牽引車両２１０が二つのＡＥＦコネク
タ１４５ｌおよび１４５ｒを有する点で異なっており、二つのＡＥＦコネクタを介してそ
れぞれ別個に、左の作業装置もしくは牽引車両側と、右の作業装置もしくは牽引車両側に
対して、別個の電気エネルギー伝達が、特に交流電流の形で牽引車両２１０と作業装置２
２０の間で可能であり、それぞれ別個の電力変換器１４３ｌもしくは１４３ｒが電力分配
器１４２と連結されている。
【０１１８】
　これに対応して本実施の形態において連結車両２００は、二つの電気的機械２５０ｌお
よび２５０ｒを備えるトレーラー２２０を有し、当該二つの電気的機械はそれぞれ電気モ
ータおよび発電機として作動可能であり、両の電気的機械２５０ｌおよび２５０ｒのそれ
ぞれ一つは、作業装置２２０の第二の車軸２２１の左の車輪２２１ｌを駆動するために設
けられており、電気的機械２５０ｒは第二の車軸２２１の右の車輪２２１ｒを駆動するた
めに設けられている。このとき電気的機械２５０ｌおよび２５０ｒはそれぞれ、別個の平
歯車装置２８０ｌもしくは２８０ｒを介して対応する車輪２２１ｌもしくは２２１ｒと機
械式に連結されている。
【０１１９】
　このような連結車両を用いると牽引車両２１０と作業装置２２０の間、特に牽引車両２
１０の第一の車軸１１２と作業装置２２０の第二の車軸２２１の間で所定のブレーキトル
ク配分を調整することが可能であるだけでなく、さらに特に作業装置２２０において左側
と右側の間、すなわち左の車輪２２１ｌと右の車輪２２１ｒの間で所望の所定のブレーキ
トルク配分を調整することが可能である。これにより連結車両２００、特に作業装置２２
０の安定化を、特に作業装置が重いトレーラーの形である場合、さらに向上させることが
できる。
【０１２０】
　当然ながら、特許請求の範囲の内容を逸脱することなく、多数の変更が可能である。
【符号の説明】
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【０１２１】
　１００，２００　本発明に係る連結車両
　１１０，２１０　本発明に係る牽引車両
　１２０，２２０　本発明に係る作業装置
　１１１　牽引車両の前車軸
　１１１ｌ，１１１ｒ　牽引車両の前車軸の左車輪もしくは右車輪
　１１２　牽引車両の第一の車軸、後車軸
　１１２ｌ，１１２ｒ　牽引車両の後車軸の車輪
　１２１，２２１　第二の車軸
　１２１ｌ，１２１ｒ，２２１ｌ，２２１ｒ　作業装置の第二の車軸の車輪
　１２２，２２２　作業装置のさらなる車軸
　１２２ｌ，１２２ｒ，２２２ｌ，２２２ｒ　作業装置のさらなる車軸の車輪
　１３０　内燃機関
　１３１　エンジンブレーキ装置
　１４０　第一の機械
　１４１　接地された電力変換器ＡＣ／ＤＣ
　１４２　電力分配器
　１４３，１４３ｌ，１４３ｒ　接地された電力変換器ＤＣ／ＡＣ

　１４４　エネルギー貯蔵装置
　１４５，１４５ｌ，１４５ｒ　ＡＥＦコネクタ
　１５０，２５０ｌ，２５０ｒ　第二の機械
　１６０　クラッチ
　１７０　トランスミッション
　１７１　後車軸ディファレンシャル
　１７２　牽引バー
　１８０，２８０ｌ，２８０ｒ　平歯車装置
　１８１　カルダン軸
　１９０　車軸ディファレンシャル
　Ｅｅ　電気エネルギー
　Ｅｍ　機械エネルギー
　ｎ＿ＡＧ　第二の車軸の車輪の速度
　ｎ＿ＺＦ　第一の車軸の車輪の速度
　Ｍ＿Ｂｒｅｍｓ＿ｗＢ　パーキングブレーキによって及ぼされるブレーキトルク
　Ｍ＿Ｂｒｅｍｓ＿Ｍ２　第二の機械によって及ぼされるブレーキトルク
　ｔ　時間
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